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概 要 
昨今のファッション分野において、「アスレジャー」というワードが世界的な一大潮流となっており、この流
れは日本へも押し寄せてきている。このトレンドを受けて、本来スポーツとは無縁なカジュアルウエアを主体
とする SPA 企業も、ほぼ例外なくスポーツウエア分野へ進出している。 
この流れは、言わば「スポーツ用品業界への異業種からの参入」と見て取れるが、よくよく考えてみると、
カジュアル SPA企業が過去に一大潮流を築いてきたフリースやダウンジャケット等はスポーツウエア発祥の服
種であり、化学繊維をベースとした機能素材カットソーも、広義からすると従来スポーツ用品業界が得意とし
てきた分野である。つまり、カジュアル SPA 企業によるスポーツウエア分野への異業種参入は、最近始まった
ことではなく、かなり以前から起こっていたと考えられ、これを防ぐべき手段はないと考える。 
ただ、以前とここ最近の潮流の違いとして、最近に関しては、カジュアル SPA 企業が、スポーツウエアに留
まらず、「スポーツシューズ（スニーカー）」にまで触手を伸ばし始めてきていることである。商品展開数自体
は各社未だ少ないが、もし、このスポーツシューズ分野にカジュアル SPA 企業が大攻勢を掛けてきた場合、今
までとは比にならない程の大きな痛手を従来のプレーヤーであるスポーツ用品業界側が被る可能性が高いと想
定している。 
 一方、シューズ業界における従来からの通説として、シューズ業界独特の生産関連面と在庫管理関連面が
参入障壁となり、アパレルを主体とする企業のシューズ分野への参入は難しいと言われてきた。ただ、この通
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説を注意深く検証すると実は参入障壁とはなっていないと考えられ、それを加味すればカジュアル SPA 企業は
スポーツシューズ分野へ大々的に進出してもおかしくない状況のはずなのだが、現時点においてはそういう状
況には至っていない。これは何故なのか？というのが問題意識の端緒であり、これはカジュアル SPA 企業のス
ポーツシューズ分野への参入を阻む物理的要因があるのではなく、その市場浸透を阻む心理的要因が消費者の
心の中に存在するのではないかと考えるに至った。 
消費者のスニーカー購買決定に影響を与える心理的因子の仮説として、「ブランドに起因する要因」「価格感
応度に起因する要因」「居住空間の制約に起因する要因」の３つを仮説として設定し、アンケート調査を元に従
来のナショナル・ブランドとカジュアル SPA のそれぞれのスニーカーに対する消費者の購買態度に差異が見ら
れるかという観点からの定量分析比較による仮説検証を行った。 
結果として、「ブランド」の購買意向への影響は、ナショナル・ブランド、カジュアル SPA ともに有意、「価
格」の影響はナショナル・ブランドのみ有意、「居住空間」はナショナル・ブランド、カジュアル SPA ともに
有意ではないという状況となった。これらの意味するものをそれぞれ解釈したが、その過程で知覚品質やデザ
イン・オリジナリティに関する消費者態度に世代間格差、特に 25 歳～30 歳前後を境とした格差が顕著に見て
とられたため、最終的にはこの世代間格差が何を意味するのかという考察も試みている。 
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序章 
 
第一節 はじめに 
今現在の日本において、アパレル市場におけるユニクロを代表とする SPA（製造小売/ 
Specialty store retailer of Private label Apparel）の隆盛には目を見張るものがある。SPA
企業が存在しなければアパレル市場が存立しえないともいうべき大きなウエイトを占める
までに至っている。ただ、思い返せばこのような状況もほんの 20年ほど前に始まったのに
すぎない。ユニクロにおける勃興のきっかけはフリースであり、その後、ウルトラライト・
ダウンジャケット、ヒートテックやエアリズムといった機能素材インナー製品へと繋がっ
ていく。よくよく考えてみると、これら製品の起源はすべてスポーツ向けのアパレルであ
る。私自身はスポーツ用品業界に長く身を置いているが、ユニクロが上記製品を打ち出し
た当初は、所詮カジュアル企業の低価格のみを売りにした、言うなれば「安かろう、悪か
ろう」の製品でしかないと見下していた。これは私だけではなく、業界に身を置く者の多
くがそうであったはずである。それが今では、多くの消費者を魅了し、市場を席巻し、い
つの間にか無くてはならない存在にまでとなるに至っている。 
この視点は異業種間競争の既存勢力における独りよがりな侮りとも言えるが、最も怖い
部分は、既存勢力側が気付かない（気付けない）うちに、いつの間にか新興勢力側の侵食
がじわじわと進行し、既存勢力側がそれに気付いた時には、もう手の施しようがなくなっ
ているという部分である。スポーツ用品業界には「春秋はウィンド（上下）、夏は T シャ
ツ、冬はフリースとダウン、年間通してはジャージ（上下）が飯の種」という不文律のよ
うな考えが 20年前頃までは存在し、スポーツアパレルに関しては、これらの販売さえして
いれば会社の売上は安泰であるという考え方が以前は確かに存在していた。しかし、もは
やこの考えを持っている業界の人間は皆無であろうと思われる。 
業界としての一番の失敗は、同一業界内の既存競合企業のみを自社の競合と考え、業界
の外側における異業種企業からの侵食を想定していなかったことであったと私は考えてい
る。この反省点を踏まえた上で SPA の店頭を再度よく観察してみると、製品として「スニ
ーカー」が既に存在していることに気付くことになる。業界の人間が SPA のスニーカー製
品を見れば、機能面、品質面、素材レベルのどれも低く、デザインは他社の模倣的な稚拙
なものばかりで、低価格のみが売りの廉価品と判断してしまい、自社にとって恐れるに足
りないといった感覚に囚われてしまいがちであるが、よくよく考えるとこれはアパレルで
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起こったことと全く同じ構造であることに戦慄を覚える。それ以上に、スニーカーこそが
スポーツ用品企業にとって売上の柱となる本丸的製品である。もし、このスニーカー部分
をまたもや SPA に大きく侵食されるようなことになれば、既存スポーツ用品企業側は危機
的な状況に追い込まれることもありえるのではないかとさえ思える。幸いなことに、今は
まだ SPA の販売するスニーカーが市場において大きな潮流とはなりえていないだけの話
なのかもしれない。 
そんな焦燥感にも似た思いを起点として、異業種間競争戦略の観点をベースに、スポー
ツ用品企業側の視座に立った上での SPA 側の打ち出すスニーカーに対抗しうる戦略オプ
ションの研究を行っていくことを本研究は企図している。 
 
第二節 論文の構成 
本論文は７つの章から構成されている。その構成と概要に関しては以下のとおりである。 
第１章では、カジュアル SPA 企業のスニーカーを研究テーマとして扱う出発点となった
背景と問題意識に関して示す。 
第２章では、なぜ本研究を行う必要があるのか、その目的と意義を示す。 
第３章では、スニーカー全般におけるどのような先行研究があるのかのレビューを行い、
その中でも本研究に繋がる先行研究のモデルを示す。 
第４章では、本研究の柱となる「ブランド起因」「価格感応度起因」「居住空間制約起因」
という３つの仮説の詳細説明を行い、さらにその３つの仮説因子がどのような構造をとる
のかという仮説概念モデルを示す。 
第５章では、リサーチデザインの具体的方法を示し、そのデータから導きだされた結果
と仮説の検証を行う。 
第６章では、上述のデータと仮説検証を経て、それをどのように解釈するのかを考察す
る。また、本研究の過程の中で新たに着目した部分にも触れ、その考察を行う。 
終章では、本研究の限界と課題を提示した上で将来の展望を示し、本論文を締めくくる。 
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第１章 研究背景と問題意識 
 
第一節 アスレジャーの潮流 
昨今のファッション分野において、「アスレジャー（Athleisure：Athletic/アスレチック
（運動）＋Leisure/レジャー（余暇）の造語。運動時＝スポーツ、日常時＝カジュアルの
区別なくシューズを含むスポーツウエア全般を、街中や職場でも着用するファッションス
タイル）」が一大潮流となっている。ウォールストリート・ジャーナル等の米国有力紙が有
望市場として取り上げ、英国バークレイズは、米国における「アスレジャー」市場は、2020
年までに 1,000億ドル（約 11兆円）規模まで成長すると予測している。この潮流は米国だ
けに留まらず、欧州、そして日本へも着実に押し寄せてきている。1 
このトレンドを受けて、本来スポーツとは無縁なカジュアルウエアの製造・販売を主体
とする SPA 企業のスポーツウエア分野への進出が日本においても激しさを増している。ユ
ニクロを初めとし、GU、GAP（日本においては G-FIT、米国においてはアスレタという
専門ブランドを立ち上げている。）、H&M、ZARA、無印良品、シマムラの SPA 製品＝ク
ロッシー等、SPA と見なされている企業は、ほぼ例外なく何らかのスポーツウエア分野の
製品を展開するに至っている。 
この流れは、言わば「スポーツ用品業界への異業種からの参入」と見て取ることができ
るが、スポーツ用品業界に身を置く者としては、この動きに忸怩たる思いと危機感を抱い
ている。ただ、よくよく考えてみると、カジュアル SPA 企業が過去に一大潮流を築いてき
たフリースやダウンジャケット等は元々スポーツウエア発祥の服種であり、ユニクロのヒ
ートテックやエアリズム等、化学繊維をベースとした機能素材カットソーも、広義からす
ると従来スポーツ用品業界が得意としてきた分野である。つまり、カジュアル SPA 企業に
よるスポーツウエア分野への異業種参入は、最近始まったことではなく、かなり以前から
起こっていたことであるとも考えられる。そう考えると、スポーツ用品業界側がカジュア
ル SPA 企業のスポーツウエア分野への進出を完全に防ぎきれるような手段はないとの思
いに至っている。 
                                                   
1 ちばぎん証券マーケットウィークリー・914 号（2017.3.10）「産業ニュース アパレル専門
店の参入が相次ぐアスレジャー市場」
http://www.chibagin-sec.co.jp/wp-content/uploads/2017/03/%E7%94%A3%E6%A5%AD0310.p
df 
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第二節 スニーカー分野への SPA の攻勢 
上述のとおり、カジュアル SPA 企業のスポーツウエア分野への侵食を完全に防ぎきるこ
とは難しいと感じるが、ただ、以前とここ最近の状況との違いで気になる部分として、最
近に関しては、カジュアル SPA 企業が、スポーツウエアに留まらず、「スニーカー（スポ
ーツシューズ）」にまで触手を伸ばし始めている点が挙げられる。製品展開数自体はスポー
ツ用品業界企業のそれと比べれば各社とも未だに少ない状況であるが、もし、このスポー
ツシューズ分野にカジュアル SPA 企業が大攻勢を掛けてきた場合、今までとは比べ物にな
らない程の大きな痛手をスポーツ用品業界側が被る可能性が高いと想定している。という
のも、スポーツ用品業界を代表するナイキもアディダスも、その売上構成の過半をシュー
ズで占めており、この分野こそがスポーツ用品企業の生命線であると言えるからである。
ナイキ、アディダス両社の 2016年のアニュアルレポートを確認すると、両社それぞれのグ
ローバル市場における売上全体のうち、シューズ売上が占める構成割合は、ナイキが
65.4％（コンバース売上は除く）、アディダスが 52.5％となっている。さらに、日本市場
だけとってみても、ナイキジャパンのシューズ売上構成比は 65.7％の状況である。（アデ
ィダスに関しては、日本におけるシューズ売上構成数値は非開示。なお、ナイキに関して
もグローバル組織改編に伴い、2017年アニュアルレポートから日本市場のみの数値確認が
できなくなったため、確認資料としては両社とも 2016年の会計年度数値の確認とした。） 
一方、シューズ業界の従来からの通説として、①生産関連（生産体制、技術ノウハウ、
工程管理等）、換言すれば「シューズを作るノウハウがない」ということと、②在庫管理関
連（シューズ製品は箱売りが基本であり、専用のストックスペースを用意するか箱のまま
を重ねて店頭でストック陳列を行わなければならないという店頭での在庫置き場所の問題。
また、ウエアのサイズは S/M/L/XL 方式が基本であるが、シューズは 0.5 刻みのセンチメ
ール方式が基本となり、最小在庫管理単位（SKU）が格段に多くなってしまう。よって、
シューズの需要予測はウエア以上に難しいこととなり、発注の精度が下がり在庫面のリス
クが高くなってしまう。）、換言すれば「シューズの売り方はアパレル屋にはふさわしくな
い。」という二点が参入障壁となり、アパレルを主体とする企業のシューズ分野への参入は
難しいと言われてきた。2 
                                                   
2 東洋経済 ONLINE（2015.04.24）「ユニクロ、４年ぶり靴販売に勝ち目はあるか」
https://toyokeizai.net/articles/-/67582  
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ただ、カジュアル SPA と言われる店舗ではどこも普通にスニーカーが販売されている現
況を考えると、上述の二点はどちらともそれほど大きな参入障壁とはなりえていなかった
のではないかと考えるに至っている。特にユニクロは①の生産関連面の障壁を乗り越える
為に、シューズ SPA 企業（2005 年のワンゾーン/旧・靴のマルトミ及び 2008 年のビュー
カンパニー）を買収し、かつ②の在庫関連障壁への対策として、店頭での“ハンガー吊る
し”ディスプレイを採用することにより在庫保管用の箱を不要とした形で店頭在庫置き場
の問題を解消、かつアパレルで培われた POS データ活用による高度なディマンドプラニン
グ分析手法を導入し、かなり精密な需要予測プロセスを構築、供給に伴う在庫管理問題も
解消できうる体制を整えている。これらを加味すると、ユニクロ（及びその傘下の GU）
はスポーツシューズ分野への進出を大々的に行ってもおかしくない状況のはずである。事
実、ユニクロに関しては、2009年に「ユニクロシューズ」と銘打ってシューズビジネスを
華々しくロンチさせたが、そのシューズの一構成ジャンルとしてスニーカーも含まれてい
た。（ユニクロシューズの立ち上げはメンズ４型、ウィメンズ４型の計８型でロンチ。その
メンズ４型のうち、２型がスニーカー（キャンバスとエナメル）であった。なお、当初は
ウィメンズのスニーカーは展開していなかった。）ただ、シューズビジネスの状況が全般的
に芳しくなかったようで、３年後の 2011年にはシューズビジネス自体から一旦完全撤退す
るに至っている。その後、2015年に展開製品規模を大幅に縮小させた上でシューズビジネ
スに再挑戦することになるが、この時、スニーカーに関しては、いわゆるコンバース・オ
ールスター型のローカット・キャンバススニーカーの販売にフォーカスを当てていた。こ
の第二次参入とも言える再挑戦も、市場にそれほどのインパクトを与えたとは言い切れず、
店頭でのフォーカスも尻つぼみ的な状況となっていった印象がある。さらに、その後 2017
年には上述のアスレジャースタイルの流行を受けて、シューズの中でもスニーカーに完全
にフォーカスを絞ったシューズビジネスを再々挑戦することとなる。ユニクロがアスレジ
ャーの流行を取り込みたいという思いは、スポーツ分野製品販売に特化した新業態である
「ユニクロ・ムーブ」という店舗を新宿高島屋内に 2017年３月にオープンさせたことから
もうかがい知ることができる。ただ、この店舗へ巡回を定期的に行い、その動向を逐次探
ってはいるものの、同店において販売されているスニーカー数は、今に至っても１シーズ
ンにわずか数型程度しか展開されていない。 
これは何故なのか？というのが問題意識の始まりである。つまり、既存スポーツ用品業
界が考えていた参入障壁を、カジュアル SPA 企業は容易に乗り越え、スニーカー分野への
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参入を果たすまでに至っている。ただし、参入は果たせたものの、既存スポーツ用品業界
企業を脅かすまでにスニーカーを販売できている訳ではなさそうである。ということは、
カジュアル SPA 企業の参入を阻む要因があるのではなく、その浸透を阻む要因がどこかの
部分にあるのではないか？というのが本研究の端緒である。 
 
 
第２章 研究の目的と意義 
 
第一節 本研究の目的 
上述のとおり、現在の市場状況を見る限り、カジュアル SPA 企業はスニーカー分野への
参入を既に果たせていると考えるのが妥当であり、既存スポーツ用品企業が構成する業界
が考えていたスニーカー分野への参入障壁は無い、もしくはあったとしても、容易に乗り
越えることができるレベルの非常に低いハードルであると見るべきである。ただ、そんな
環境下においても、スポーツウエア分野で起こっている状況とは違い、現況におけるカジ
ュアル SPA 企業のスニーカー販売は、既存のスポーツ用品企業を脅かすまでに強大となっ
ているとも言い難い状況である。 
このカジュアル SPA 企業がスニーカーの販売をなかなか大きく伸ばすことができてい
ない、換言すれば消費者にうまくアピールしきれていない要因は、上述の物理的な参入障
壁の問題ではなく、消費者側の心理的な問題、いわば、消費者の心の中にある「購買意識・
態度」が影響を与えているのではないのか？というのが私の仮説であり、その要因構造を
解明するのが本研究の目的である。 
 
第二節 本研究の意義 
 現時点では、カジュアル SPA 企業のスニーカーは、既存スポーツ用品企業にとっては、
それほどの脅威ではない。ただ、スポーツウエア分野で起こった様なカジュアル SPA 企業
による侵食、シェアの奪取が、スニーカーにおいても今後絶対に起こらないとは断言でき
ない。むしろ、ユニクロがフリースやダウンジャケットなどでなし得たことは、それ以前
の既存勢力からすれば考えられなかったことであり、きっと近い将来、スニーカーにおい
てもカジュアル SPA 企業が既存スポーツ用品企業を脅かす日が来ると考えた方が妥当で
ある。 
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今は確かにカジュアル SPA 企業のスニーカー販売は大きな規模にまでは至っていない。
ただ、その阻害要因を解消、もしくは乗り越えることができるとすれば、それはスニーカ
ーにおいてもカジュアル SPA 企業が既存スポーツ用品企業を脅かす存在となり得るとい
うことである。その時に、既存スポーツ用品側が阻害要因を理解していれば、カジュアル
SPA 企業の侵食に対して何らかの対抗策が取れるはずである。また阻害要因の把握は、カ
ジュアル SPA 企業が既存スポーツ用品企業側にとって大きな脅威となってしまう前に、そ
の芽を先に摘み取ってしまうことへの転用も可能であり、その方策立案の指針になりうる
とも考える。そういった意味で、本研究は現在私が所属している既存スポーツ用品業界に
対しての意義があると考えている。 
また、カジュアル SPA 企業のスニーカーへの進出は、「ウエア」から「シューズ」へと
いう取り扱いセグメントの隣接拡張、いわば新たな分野への異業種進出であると見てとる
こともできる。とすれば、本研究の解明は、ブランド拡張の一つの方法論及びそれに対す
る既存勢力の戦略的対抗策といった観点からの一般理論化にも寄与することができるので
はないかとも考えている。 
 
 
第３章 先行研究レビュー 
 
スポーツ用品分野を対象とした学術研究や文献自体があまり多くない状況であるが、ナ
イキやアディダス等のスポーツ用品専業企業の動向や歴史的成り立ちを追った文献や、ス
ポーツ・ブランドが人々のライフスタイルや社会全般にどの様な影響を与えたのか（松
田,2003及び、松野他,2012）という社会学的研究は存在している。また、Aaker 他（2000）
は、ナイキとアディダスの２社それぞれをブランド論的視座から事例研究を行っている。
さらに、スポーツ用品の中でもスニーカーのみフォーカスした研究となると極端に少なく
なるものの、川村（2012）は、ただの運動靴でしかなかったスニーカーがどの様に一般の
人々に受け入れられ、さらに主流社会を席巻するまでの潮流にどの様に至ったのかをファ
ッション社会学的視座から紐解いている研究を発表している。 
これら社会学的アプローチ研究の一方で、スポーツ用品やスニーカーに焦点を絞り、そ
れが消費者の行動にどのような影響を与えているのかという研究も存在はしている。
A.Belen del Rio 他（2001）は、ブランド連想とスポーツシューズの消費者購買との因果関
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係に関する研究をスペイン市場で実施しているが、この研究は、スペインというごく限ら
れたマーケットの中で、かつ対象となるブランドがナイキ、アディダス、リーボック、フ
ィラ等の限定的な主要スポーツ・ブランドの間のみでの相対的な比較検証に留まっている
研究となっている。 
また、松村，原田（2016）は、消費者の製品満足度に影響を与える因子抽出を、競技目
的のランニングシューズとカジュアル目的のスニーカーという別々のスポーツシューズ分
野で、かつ別々の消費者群に対する研究を日本市場において実施している。その結果、ラ
ンニングシューズなどの機能性を重視している製品群では、機能的な満足をベースに情緒
的価値を高め、同時にそれがブランドへの愛着や購買に繋がっていることを明らかにし、
他方、カジュアル・スニーカーの様な情緒的価値の比重が大きい製品群では、消費者との
間に情緒的な繋がりをいかに強めていけるのかが大切で、供給者側のプロモーションや情
報発信の仕方が重要になってくるという示唆を導き出している。これら２つの研究を相対
的に比較し、総合的な検証を与えた論文も松村自身によって上梓されている（松村, 2017） 
この松村の研究におけるランニングシューズの調査対象は、神戸マラソン参加者という
競技意識の高い消費者に限定されてしまっているという限界があるものの、製品への関与
度の高低で対象を分割した上に、製品評価としての「製品満足度」、ブランドへの期待度と
しての「ブランド・トラスト」とブランドへの行動・態度としての「ブランド・ロイヤル
ティ」の間の関連性を図表１と２のとおり解明するに至っている。 
また、カジュアル・スニーカーの研究の方は、ある特定の大学・キャンパスに所属する
学生のみを対象とした調査という、こちらも特定のかなり狭いセグメントに調査サンプル
が絞り込まれてしまっているという問題があるものの、ブランドとの情緒的な繋がりが行
動・態度と関連性を持つということが論じられている。 
よって、ブランド観点の要因がスニーカー消費者行動・態度に影響を与えることは先行
研究からも確実であると言えるが、上記先行研究に関しては、一人の消費者がランニング
シューズとカジュアル・スニーカーという、広義では同一製品群だが、その使用目的が異
なる製品分野において、どのような消費者行動の違いを見せるのかという視点には至って
いない状況であり、本研究で私が解明したいと思っているところとは若干異なる趣旨とな
っている。本研究で私が行いたいことは、スポーツをする時でもカジュアルな普段着用途
でもどちらでも使用できるというアスレジャー視点からのスニーカー消費者購買行動・態
度の解明であるため、次章においてブランド観点以外の要因を仮説として挙げる。 
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＜図表１＞ ランニングシューズの低製品群関与群における 
製品満足、ブランド・トラスト、ブランド・ロイヤルティの関連性 
 
＜図表２＞ ランニングシューズの高製品群関与群における 
製品満足、ブランド・トラスト、ブランド・ロイヤルティの関連性 
 
出所：松村,原田（2016）「ランニングシューズの購買行動における製品満足、ブランド・ 
   トラスト、ブランド・ロイヤルティの関連性について」スポーツ産学研究, Vol26, 
      NO.1, P.100 
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第４章 仮説の設定 
 
第一節 因子の仮説 
先行研究において、スニーカーに対する消費者行動・態度にブランド要因が影響してい
ることは確実であろうが、既存のスポーツ用品専業企業のスニーカーとカジュアル SPA 企
業のスニーカーがブランド観点だけで比較されているとは考えにくいため、他にも要因が
あるのではないかという考察を行った。 
アサヒホールディングス・青山ハッピー研究所は、2010年 4月に靴の購買に関するアン
ケート（全国の 20歳以上の男女、4,409人に対するインターネット上のアンケート調査）
を行っているが、購買決定のアンケートにおいては「価格」が第一位となっており回答者
の 59.1％が価格を最終的に購買決定ポイントとしている。このアンケートはあくまで、靴
全体の購買に関するものであるため、スニーカーに限定されたものではないものの、６割
近い人の回答があることを考えれば、スニーカーにおいても当然価格が購買に影響を与え
る重要なポイントになっているはずであると考えた。また、このアンケートにおいては、
回答者に現状の靴の所有数を聞いているが、約半数が「３～９足」という回答に収まって
いる。こちらもスニーカーに限定されている訳ではなく、あくまでも靴全体の所有数であ
るが、それを考えれば、スニーカーの所有数は自ずとさらに低くなる。3 
この靴の所有数のアンケート結果は、自分が想像していた所有数よりもずっと少ないも
のであるが、その理由に関して思索をしたところ、もっと所有したいが住居における物理
的所有制限が掛かる、言わば居住空間、特に下駄箱のキャパシティ上の制約から購買した
くてもできないという仮説が成り立つのではないかと考えた。 
上記思索の結果、「ブランドに起因する要因」以外に「価格に起因する要因」と「居住空
間の制約に起因する要因」という三要因を仮説として設定するに至った。 
 
第一項 ブランドに起因する要因仮説 
スニーカーに対する消費者行動・態度へのブランド要因からの影響は確実にあると思わ
れるが、先行研究におけるブランド起因の主要因は、そのブランドを既に知っている、履
                                                   
3 アサヒホールディングス・青山ハッピー研究所（2010.04.14）第 329 回アンケート「あなた
が靴（くつ）を買うとき」
https://www.asahigroup-holdings.com/company/research/hapiken/maian/bn/201004/00329/ 
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いている、履いたことがあるという既知の機能面、品質面における知覚品質を基本的なベ
ースとしている。本研究では、カジュアル SPA のスニーカーを履いたことがない、存在す
ら知らないという消費者が今後履いてみたいという態度を取るのかどうかを知りたいと考
えているため、知覚品質のみではなく、消費者がそのブランド自体に対して抱いている供
給者としてのイメージが態度に影響を与えるという仮説を設定している。また、既存スポ
ーツ用品業界に身を置く者としては、カジュアル SPA の販売するスニーカーのデザインは、
他のブランドのスニーカーの模倣が多い（デザインの元ネタがある）と受け止めているた
め、スニーカーのデザイン面におけるオリジナリティの印象も消費者の態度に影響を与え
ているはずであるという仮説を設定した。 
ブランドに起因する仮説に関する設定項目は以下のとおりである。 
 
仮説１－a：そのブランドから「スポーツ」のイメージが連想度されればされるほど、その
ブランドから販売されるスニーカーに対する購買意向が強くなる。 
仮説１－b：そのブランドから「スニーカー」のイメージが連想度されればされるほど、
そのブランドから販売されるスニーカーに対する購買意向が強くなる。 
仮説１－c：そのブランドから販売されるスニーカーの機能面・品質面の信頼度が高ければ
高いほど、そのブランドから販売されるスニーカーに対する購買意向が強くなる。 
仮説１－d：そのブランドから販売されるスニーカーのデザイン面に関するオリジナリテ
ィに関する印象が高ければ高いほど、そのブランドから販売されるスニーカーに対する購
買意向が強くなる。 
 
仮説１－a を供給者のスポーツイメージ仮説、仮説１－b を供給者のスニーカーイメージ
仮説、仮説１－c を知覚品質仮説、仮説 1-dをデザインのオリジナリティ仮説と呼ぶこと
とし、これらはブランドに起因する要因として一まとめにすることができると仮定した。 
 
第二項 価格感応度に起因する要因仮説 
第一項のブランドに起因する要因の他に影響する要因として、価格に起因する要因を挙
げる。アパレルにおいてカジュアル SPA の販売する製品は、ナショナル・ブランドが販売
する同等の製品と比べ価格が低く設定されているのが通常で、その低価格設定が消費者を
魅了し、購買意向を高めている大きな要因の一つとなっているはずである。このナショナ
16 
 
ル・ブランドと同等の製品に関する SPA の低価格設定はスニーカーにおいても同じ構造で
あり、価格に起因する要因を仮説として設定することは至極当然であると考え設定するこ
ととした。ただ、安ければ安いほど購買意向が高くなるという単純な話ではなく、安すぎ
ると品質面や機能面で不安になるという、どのブランドからの購入であろうがスニーカー
として許容できる最低下限の価格帯が人それぞれあるはずだし、また逆にスニーカーに対
して支払っても良い最高上限の価格帯も人それぞれに存在しているはずである。よってそ
の観点から、価格に起因する仮説に関する項目を以下のとおり設定した。 
 
仮説２－a：スニーカーに支払うべきと想定する最適価格は、スニーカー購買に影響を与え
る。 
仮説２－b：スニーカーに支払っても良いと想定する上限価格は、スニーカー購買に影響
を与える。 
仮説２－c： スニーカーに支払う金額がこの金額を下回ると品質・機能面に不安を感じる
と想定する下限価格は、スニーカー購買に影響を与える。 
 
仮説２－a をスニーカー最適価格仮説、仮説２－b をスニーカー上限価格仮説、仮説 1-c
をスニーカー下限価格仮説と呼ぶこととし、これらは価格に起因する要因として一まとめ
にすることができると仮定した。 
 
第三項 居住空間の制約に起因する要因仮説 
この仮説を端的に表現すると、スニーカーを始めとするシューズ類はかさ張るため置き
場所（保管場所）に困る。そのため購買に慎重となり、シューズの置き場所である下駄箱
の広さ（収納可能数）が、スニーカー購買に影響を及ぼすという仮説である。 
この仮説は、業界で言われていたアパレル屋がシューズ販売に参入できない通説が発端
となっている。業界ではアパレル屋がシューズ販売に参加できない理由として、店頭での
在庫の置き場所問題を一つの要因として挙げていた。シューズ製品は箱売りが基本であり、
専用のストックスペースを用意するか箱のままを重ねて店頭でストック陳列を行わなけれ
ばならないため、ハンガー掛けや畳みとったアパレル販売を基本とする形態の小売店には
シューズ販売は適さないという説であるが、上述のとおり、カジュアル SPA 企業は、シュ
ーズを箱に入れず、アパレル同様にシューズ製品もそのままハンガーに吊るして販売する
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手法を考案し、今では多くのカジュアル SPA 企業の店頭で見受けられる光景となっている。
これは言わば、業界の多くの人間が長い間信じて疑わなかった通説としての参入障壁仮説
が、参入障壁でも何でもなかったということである。ただ、この「置き場所」としての視
点を、販売を行う供給者側ではなく、購買を行う消費者側で考えてみるとどうなるのか確
認を行ってみたいというのが当該仮説の端緒である。 
業界が従来考えていた参入障壁仮説は、今となっては参入障壁でも何でもなかったと判
断できるのだが、シューズがかさ張り保管しにくい物であることは事実であり、「売る側」
が在庫の置き場所に困ると考えがちであれば、「買う側」も同様に買った後の保管場所に困
ると考えるのではないか？この部分の確認が当該仮説の趣旨となる。 
日本における住宅の居住空間・環境は狭く、必然的にシューズを保管する下駄箱自体の
キャパシティにも限界が生じる。しかも、家族と同居の場合は、そこからさらに本人に割
り当てられる足数に制限が生じるし、その上、シューズはスニーカーだけではなく、革靴、
サンダル、パンプス、ヒール等、TPO に応じて履き分けができるように用意をしておかな
ければならないはずである。思考のみであれば、上記は論理的合理性があるように感じら
れるが、これを実際の数値（足数）で実証してみたいというのが当該仮説である。 
居住空間の制約に起因する仮説に関する設定項目は以下のとおりである。 
 
仮説３－a：下駄箱に収納することができるシューズの世帯総足数は、スニーカー購買に影
響を与える。 
仮説３－b：世帯総足数のうち、自分が所有しているシューズの総足数は、スニーカー購
買に影響を与える。 
仮説３－c：自分が所有しているシューズの総足数のうち、自分が所有しているスニーカー
の総足数は、スニーカー購買に影響を与える。 
 
仮説１－a を下駄箱世帯総足数仮説、仮説１－b を自分の所有靴総数仮説、仮説１－c を自
分の所有スニーカー総数仮説と呼ぶこととし、これらは居住空間の制約に起因する要因と
して一まとめにすることができると仮定した。 
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第二節 仮説概念モデル 
前節で仮説として設定した「ブランドに起因する要因仮説」「価格感応度に起因する要因
仮説」「居住空間の制約に起因する要因仮説」の３つの要因は、それぞれの仮説がそれぞれ
独立しているのではなく、相関関係を持った上で最終的な購買意向へ影響を与えていると
いう仮説を設定した。 
 上記を仮説概念モデルとして図示したのが＜図３＞である。「ブランドに起因する要因仮
説」が纏められる潜在因子名に関しては、それぞれの観測因子がブランドの個性を現わす
ものとして考え、「ブランド・パーソナリティ」という因子名を与えた。「価格感応度に起
因する要因仮説」を纏める潜在因子名に関しては単純に「価格感応度」、「居住空間の制約
に起因する要因仮説」を纏める潜在因子に関しては「下駄箱キャパシティ」というように、
それぞれ分かりやすい因子名に置き換えている。 
 この仮説概念モデル図を元に、ナショナル・ブランドに関する調査とカジュアル SPA に
関する調査をそれぞれ行い、かつそれぞれの分析を対比させることにより、その構造を明
らかにしていくことを企図している。 
 
＜図表３＞ 仮説概念モデル図 
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第５章 実証研究の手法 
 
第一節 言葉の定義 
本調査に入る前にまず本研究で使用する言葉の定義を行っておきたい。特に、「スニーカ
ー」は連想するイメージが人によって大きく異なる可能性がある曖昧な言葉であるし、
「SPA（製造小売業）」という言葉は多くの人にとって馴染みの薄いものであろう。以下の
言葉の定義を整理した上で本調査に臨むこととする。 
 
スニーカー 
「スニーカー」という言葉の起源自体は歴史的に明確となっている。スニーカーとは、
言語としての「Sneak（スニーク）」という単語から派生している。Sneak の意味は、「忍び
寄る」であり、1916 年にアメリカのケッズ社（Keds）がゴム底のシューズを販売した際、
「音を立てずに、静かに忍び寄れるシューズ」ということをアピールするため、プロモー
ションとして使用したキャッチフレーズから生まれた言葉である。4 
言葉の起源は明確に分かっている一方で、スニーカーがいつ生まれたのかということ自
体は、実は業界内でもかなり曖昧であり明確な起源が定まっていない。広義では、19世紀
にイギリスで生まれたとされるプリムソール（Plimsoll、キャンバス地のアッパーとゴム
底からなる運動用のシューズ。）まで遡ることができるという説もあるが、支持者の多い説
としては、1893年に開発されたボート用のラバーシューズを起源とする説と、ジョセフ・
ウィリアム・フォスタ （ー彼の子孫が後にリーボック社を設立することになる。）が自作の
陸上スパイクを作った 1895年を起源とする説の２説が最も有力と言われている。5 
このスニーカーの起源が定まっていないというのは、「何をもってスニーカーとするの
か？」という定義が定まっていないことに起因しているとも言えるが、このようにスニー
カーという言葉が持つ意味が曖昧であるが故に、人々が思い描くスニーカーも人それぞれ、
十人十色の様相を呈する形となってしまう。 
「スニーカー」と聞いて、ある人は実際のスポーツで使用できるようなパフォーマンス・
シューズを思い浮かべる人もいるだろうし、ある人はカジュアルでの使用を想定したファ
                                                   
4 小澤匡行（2016）「東京スニーカー史」立東社 11-12頁 
5 スニーカーフリークス「スニーカーの歴史」
https://fashion.pintoru.com/sneaker/sneaker-history/ 
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ッション・シューズを思い浮かべる人もいるであろう。また、機能性の高い最新モデルを
思い浮かべる人もいれば、かつて販売されていたスニーカーの復刻モデルを思い浮かべる
人もいるはずである。さらに、ランニングシューズを思い浮かべる人もいれば、バスケッ
トシューズを思い浮かべる人もいるだろうし、はたまたコンバース・オールスターの様な
昔ながらのいわゆるバルカナイズ製法のスニーカーやアディダスのスタンスミスの様な、
元々は特定のスポーツ用（コンバース・オールスターはバスケットボール用であり、アデ
ィダスのスタンスミスはテニス用として元々は開発されている。）として販売されていたも
のであったが、時が経つにつれ現在ではカジュアルユース、普段履き用として広く認知さ
れている定番モデルを思い浮かべる人もいるはずである。 
小学館大辞泉（第二版）によれば、スニーカーとは「底がゴムできた、布あるいは革製
の運動靴。」と定義されており、三省堂大辞林（第三版）は「ゴム底の布製または皮製のス
ポーツシューズ。」としている。スニーカーとは、「ゴム素材の靴底を使った、布製または
皮革の運動靴の総称」と纏めることができそうではあるが、本研究では上述のとおり、ス
ポーツをする時でもカジュアルな普段着用途でもどちらでも使用できるというアスレジャ
ー視点からのスニーカー消費者購買行動・態度の解明であるため、「スニーカー」という言
葉の概念をある特定の用途やシチュエーションに限定してしまうことは好ましくないと考
えている。 
よって実際の調査に関しては、調査対象者に「スニーカー」という言葉に、ある特定の
限定的な意味・定義をあえて持たせることなく質問を行い、その言葉の意味は個々人の判
断にゆだねる形とした。 
ただし、スニーカーという言葉には、例えばスポーツシューズ、スポーツフットウエア、
アスレチックシューズ、運動靴、ズック、トレーナー、キックスなど同義の言葉が数多く
存在している。この部分に関しては混乱を避けるために、実際の調査を含む本研究内にお
いては、「スニーカー」という言葉のみを統一使用することとした。 
 
SPA（製造小売/ Specialty store retailer of Private label Apparel） 
本研究の趣旨は、スニーカー購買における既存スポーツ用品企業（ナイキやアディダス
など）とカジュアル SPA 企業（ユニクロ、GU、ZARA、H&M など）の製品に対する消
費者態度の比較を企図しているため、SPA という言葉は避けられない。ただし、この SPA
という言葉自体は一般的には耳慣れない言葉であろうし、老若男女、あらゆる世代に広く
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人口に膾炙しているとは到底考えられない。 
 よって、SPA という言葉は本論文内では使用するが、実際の調査においての調査対象者
への質問事項の中では一切使わないこととした。実際の調査質問に関しては、一括りにし
た SPA という言葉ではなく、実際の「ユニクロ」「GU」「ZARA」といったブランド商号
を明示する形での質問を行うこととした。 
 
ナショナル・ブランド（NB） 
 本研究の趣旨は、スニーカー購買における既存スポーツ用品企業（ナイキやアディダス
など）とカジュアル SPA 企業（ユニクロ、GU、ZARA、H&M など）の製品に対する消
費者態度の比較を企図しているが、SPA に対比する言葉として、既存スポーツ用品企業側
をナショナル・ブランド（NB）と呼ぶこととする。 
 こちらも SPA 同様、一般的には分かりにくい言葉であると判断するため、ナショナル・
ブランド（NB）という言葉は本論文内では使用するが、実際の調査においての調査対象者
への質問事項の中では一切使わないこととした。実際の調査質問に関しては、一括りにし
たナショナル・ブランド（NB）という言葉ではなく、実際の「ナイキ」「アディダス」「プ
ーマ」といったブランド商号を明示する形での質問を行うこととした。 
 
第二節 研究手法 
実際の調査に入る前に、まずナショナル・ブランド、SPA ブランド双方における調査対
象とする具体的ブランドを明確にした。その後、実際に行った本調査の調査対象と分析手
法を以下に示す。 
 
第一項 調査内容 
 今回の調査では、スニーカーの販売を行っている既存スポーツ用品企業ブランドとカジ
ュアル SPA 企業ブランドを対象にしているが、それぞれのセグメントともに比較的多くの
ブランドが存在するため、ある一定の制限によって絞込みを行い、それぞれのセグメント
における抽出選定を行っている。既存スポーツ用品企業ブランドとカジュアル SPA 企業ブ
ランドにおける抽出基準と選定されたブランドは以下のとおりである。 
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既存スポーツ用品企業ブランド 
 まず日本国内にブランドを取り扱う日本支社もしくは販売代理店が存在しており、日本
国内において販売が行われていることを大前提としている。そこからさらに、矢野経済研
究所がスポーツ用品・スポーツシューズの業界白書を毎年発行しているが、その中から「ス
ポーツシューズビジネス 2018」を選定抽出基準とすることとした。この「スポーツシュー
ズビジネス 2018」のうち、2017年度の日本国内のスポーツシューズ市場における主要スポ
ーツシューズメーカー市場占有率（金額）の上位７社／８ブランドを、まずは選定するこ
ととした。この上位７社／８ブランドのみで国内スポーツシューズ市場全体の 67.4%を占
有している形となっている。なお、ここでいう市場占有率とは、国内出荷金額ベースのこ
とである。 
 なお、この「スポーツシューズビジネス 2018」の対象となるブランドに関しては、メー
カー、輸入商社、卸売業を基本としており、小売業が独自に製造・販売を行うプライベー
ト・ブランド（PB）は対象とされていない。（もちろん、カジュアル SPA 企業の販売する
スニーカーは一切含まれていない。）スニーカー分野において、小売業が独自に販売するプ
ライベート・ブランドにはヴァンズ（Vans）という日本のスニーカー市場に大きなインパ
クトを与えているブランドが存在している。ヴァンズは 1966年にアメリカ・カリフォルニ
ア州アナハイムで創業されたスケートボードを始めとするエクストリームスポーツ系に強
みのあるスニーカー・ブランドであるが、日本国内においては、シューズ専門小売業であ
る ABC マートが 1990年代に商標権を取得、国内独占販売を行っている。よってヴァンズ
は ABC マートのプライベート・ブランド扱いになってしまい「スポーツシューズビジネ
ス 2018」からは外れてしまっている。また、ヴァンズのことを ABC マートのプライベー
ト・ブランドであると認識している消費者は少なく、多くの消費者はヴァンズをアメリカ
由来の独立したナショナル・ブランドと認識していることが多いと考えられる。この部分
においては、早稲田大学商学部生であった白柳（2017）の卒業論文「ABC-MART の成功
要因分析」における街頭調査においても明らかにされている。この論文の中で、ABC マー
トで購買経験があるとした有効回答者 31名を対象にした聞き取り質問調査が行われてい
るが、ヴァンズが ABC マートのプライベート・ブランドであることを知っていると回答
した人は皆無であった。このことからも日本におけるヴァンズは消費者からプライベー
ト・ブランドとは見なされていないということの妥当性が高いと判断するに至った。 
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以上のような経緯から、ヴァンズの日本スニーカー市場におけるインパクトや存在感、
本来はプライベート・ブランドとすべきであるが、消費者からは事実上のナショナル・ブ
ランドと認識されている点を踏まえ、主要スポーツシューズメーカー市場占有率の上位７
社／８ブランドに付け加える形でヴァンズも対象とすることとし、総計８社／９ブランド
を選定した。 
 選定された既存スポーツ用品企業ブランドは以下のとおりである。 
 
選定既存スポーツ用品企業ブランド（８社／９ブランド）  
2017年国内出荷金額と 2017年市場占有率は「スポーツシューズビジネス 2018」のデータ
に準拠したスポーツシューズに限定された数値である。（スポーツウエアや器具等は含まれ
ない数値となっている。） 
 
①アディダス（adidas） 
【国内販売会社】アディダスジャパン株式会社 
【発祥国】ドイツ 
【本社所在都市】バイエルン州ヘルツォーゲンアウラッハ 
【創業年】1948年 
【創業者】アドルフ・ダスラー 
【2017年国内出荷金額】65,930百万円 ＊リーボック出荷金額が含まれている。下記リー
ボック備考を参照のこと。 
【2017年市場占有率】16.3％ 
 
②リーボック（Reebok） 
【国内販売会社】アディダスジャパン株式会社 
【発祥国】イギリス（ボルトン） 
【本社所在都市】マサチューセッツ州ボストン 
【創業年】1958年 
【創業者】ジョセフ・ウィリアム・フォスター（1900年に設立された J.W.フォスター社が
前身となっている。） 
【2017年国内出荷金額】－ 
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【2017年市場占有率】－ 
【備考】企業としてのリーボックは、2005年にアディダスに買収されている。日本国内に
おいては、アディダスジャパンとは別に独立企業として存続していたリーボックジャパン
が 2012年にアディダスジャパンに吸収される形で統合。今現在においては、リーボックブ
ランド製品もアディダスジャパンが販売を行っている形となっている。「スポーツシューズ
ビジネス 2018」では、アディダスジャパンとしてアディダスブランドとリーボックブラン
ドを合算しているため、リーボックブランド単体での数値把握は不能となる。 
 
③ナイキ（Nike） 
【国内販売会社】ナイキジャパングループ合同会社 
【発祥国】アメリカ 
【本社所在都市】オレゴン州ビーバートン 
【創業年】1972年（前身であるブルーリボンスポーツ社の創設は 1964年。） 
【創業者】フィリップ・ナイト 
【2017年国内出荷金額】63,154百万円  
【2017年市場占有率】15.6％ 
 
④ニューバランス（New Balance） 
【国内販売会社】ニューバランスジャパン株式会社 
【発祥国】アメリカ 
【本社所在都市】マサチューセッツ州ボストン 
【創業年】1906年 
【創業者】ウィリアム・J・ライリー 
【2017年国内出荷金額】46,469百万円  
【2017年市場占有率】11.5％ 
 
⑤アシックス（Asics） 
【国内販売会社】アシックスジャパン株式会社 
【発祥国】日本 
【本社所在都市】兵庫県神戸市 
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【創業年】1949年 
【創業者】鬼塚喜八郎 
【2017年国内出荷金額】46,300百万円  
【2017年市場占有率】11.4％ 
 
⑥ミズノ（Mizuno） 
【国内販売会社】美津濃株式会社 
【発祥国】日本 
【本社所在都市】大阪府大阪市 
【創業年】1906年 
【創業者】水野利八 
【2017年国内出荷金額】20,942百万円  
【2017年市場占有率】5.2％ 
 
⑥プーマ（Puma） 
【国内販売会社】プーマジャパン株式会社 
【発祥国】ドイツ 
【本社所在都市】バイエルン州ヘルツォーゲンアウラッハ 
【創業年】1948年 
【創業者】ルドルフ・ダスラー 
【2017年国内出荷金額】15,361百万円  
【2017年市場占有率】3.8％ 
 
⑦コンバース（Converse） 
【国内販売会社】コンバースフットウエア株式会社 
【発祥国】アメリカ 
【本社所在都市】マサチューセッツ州ボストン 
【創業年】1908年 
【創業者】マーキス・M・コンバース 
【2017年国内出荷金額】14,620百万円  
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【2017年市場占有率】3.6％ 
 
⑧ヴァンズ（Vans） 
【国内販売会社】株式会社 ABC マート 
【発祥国】アメリカ 
【本社所在都市】ノースカロライナ州グリーンズボロ（VF コーポレーション） 
【創業年】1966年 
【創業者】ポール・ヴァン・ドーレン 
【2017年国内出荷金額】－ 
【2017年市場占有率】－ 
【備考】上述のとおり、ヴァンズは「スポーツシューズビジネス 2018」に含まれていない
ため、国内出荷金額と市場占有率の把握は不能となる。なお、アメリカのヴァンズ自体は
1984年に倒産するに至っている。その後 VF コーポレーションに買収されており、今現在
では VF コーポレーションの保有する一ブランドという位置付けとなっている。日本国内
においては、1991年に ABC マートが国内独占販売権契約を同社と締結しており、今現在
も継続されている。 
 
カジュアル SPA 企業ブランド 
 既存スポーツ用品企業ブランド同様に、カジュアル SPA 企業ブランドに関しても、まず
日本国内にブランドを取り扱う日本支社もしくは販売代理店が存在しており、日本国内に
おいて販売が行われていることを同じく大前提としている。かつ、カジュアル SPA 企業ブ
ランドに関しては、そのカジュアル SPA ブランド商号名にてスニーカーが販売されている
ことも大前提であるが、各 SPA の店頭を実際に調査・把握することは困難であるし、さら
に一つのカジュアル SPA 企業ブランドにおいても、各店舗によって取り扱い品目がまちま
ちであろうことを考えると、すべての店舗の店頭を確認することはほぼ不可能に近い。こ
の様な状況であることから選定抽出基準は、「スニーカーを販売しており、かつそのスニー
カー販売を店頭だけでなく、自社の EC サイト上でも行っており、その事実が WEB 上で
確認ができる企業」とした。 
 また、カジュアル SPA 企業の中には、アパレルやパンプス等のスニーカー以外のシュー
ズは SPA ビジネスモデルを行っているとしても、スニーカーに関しては既存スポーツ用品
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企業のブランド製品を販売している企業が存在する。例えば、ストライプインターナショ
ナルが運営するアースミュージック＆エコロジーは、アパレルやパンプスなどは自前の
SPA ブランドとして販売を行っているのに対して、スニーカーはナイキ、アディダス、ニ
ューバランス、コンバースなどの既存スポーツ用品企業のブランド製品を販売している。
また、しまむらにおいても店頭で販売を取り扱うブランドの中にクロッシーという自前
SPA ブランドが存在しており、その SPA ブランド内においてスポーツに特化する形にて、
クロッシースポーツというさらに細分化された SPA ブランドも存在している。このクロッ
シースポーツという SPA ブランド商号でスニーカーも展開されているが、しまむらは元々、
純粋なカジュアル SPA 企業ではないため、やはりこちらもアディダスなどの既存スポーツ
用品企業のブランドと自前 SPA ブランドのスニーカーが店頭で混在して販売されている
形となっている。この様な状況であるため、実際の調査において調査対象者の混乱を避け
るため、一つの店頭で既存スポーツ用品企業ブランドとカジュアル SPA ブランド両方のス
ニーカーを販売する企業は選定から除外することとした。 
これら基準にて選定されたカジュアル SPA ブランドは以下の６ブランドである。 
 
①ユニクロ（Uniqlo） 
【国内販売会社】株式会社ファーストリテイリング 
【発祥国】日本 
【本社所在都市】山口県山口市（実質的には東京都港区） 
【創業年】1946年（前身である小郡商事の創業年。ユニクロ 1号店の出店は 1984年、社
名をファーストリテイリングに変更したのは 1991年となる。） 
【創業者】柳井正 
 
②ジーユー（GU） 
【国内販売会社】株式会社ジーユー（ファーストリテイリングの 100％子会社） 
【発祥国】日本 
【本社所在都市】東京都港区 
【創業年】2006年（GU ブランド創設年） 
【創業者】－ 
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③無印良品（MUJI） 
【国内販売会社】株式会社良品計画 
【発祥国】日本 
【本社所在都市】東京都豊島区 
【創業年】1979年（無印良品ブランド販売開始は 1980年） 
【創業者】－ 
 
④ザラ（ZARA） 
【国内販売会社】株式会社ザラジャパン 
【発祥国】スペイン 
【本社所在都市】ガリシア州アルテイショ 
【創業年】1975年 
【創業者】アマンシオ・オルテガ 
 
⑤H&M 
【国内販売会社】へネス・アンド・マウリッツ・ジャパン 
【発祥国】スエーデン 
【本社所在都市】ヴェストマンランド県ヴェステロース 
【創業年】1947年 
【創業者】アーリング・パーション 
 
⑥ギャップ（GAP） 
【国内販売会社】ギャップジャパン株式会社 
【発祥国】アメリカ 
【本社所在都市】カリフォルニア州サンフランシスコ 
【創業年】1969年 
【創業者】ドナルド・フィッシャー 
 
このように既存スポーツ用品企業ブランドからは９ブランド、カジュアル SPA ブランド
から６ブランドを選定し、これらを調査対象ブランドとした。なお、これ以降、既存スポ
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ーツ用品企業ブランドに関しては「ナショナル・ブランド（NB）」、カジュアル SPA ブラ
ンドに関しては単純に「SPA ブランド（SPA）」と呼ぶこととする。 
上記９つのナショナル・ブランドと６つの SPA ブランド、総計 15の個々のブランドを
対象にアンケート調査を行っていくが、それぞれの仮説に対して設定した質問項目は以下
のとおりである。 
 
「ブランドに起因する要因仮説」に対する調査項目 
Q-１：次のブランドに関して、どれくらいスポーツが連想されますか？（５段階評定法） 
Q-２：次のブランドの取扱商品として、どれくらいスニーカーが連想されますか？（５段
階評定法） 
Q-３：次のブランドのスニーカーに関して、品質及び機能面はどれくらい信頼できます
か？（５段階評定法） 
Q-４：次のブランドのスニーカーに関して、デザインのオリジナリティ（そのブランド独
特のデザイン）は高いと感じますか？それとも低いと感じますか？（５段階評定法） 
 
「価格感応度に起因する要因仮説」に対する調査項目 
Q-５：あなたご自身がスニーカーを購入する場合、最も好ましいと考える価格をお教えく
ださい。（記述法／金額） 
Q-６：あなたご自身がスニーカーを購入してもよいと考える価格の上限をお教えください。
（記述法／金額） 
Q-７：あなたご自身がスニーカーを購入してもよいと考える価格の下限をお教えください。
（記述法／金額） 
 
「居住空間の制約に起因する要因仮説」に対する調査項目 
Q-８：あなたのご自宅の下駄箱には家族総計で何足のシューズが収納されているか、大体
の足数をお教えください。（記述法／足数） 
Q-９：前問でお答えの世帯総計足数のうち、あなたご自身のシューズは大体何足くらいで
すか？（記述法／足数） 
Q-10：前問でお答えのあなたご自身の所有シューズのうち、スニーカーは大体何足くらい
ですか？（記述法／足数） 
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上記仮説と相関関係があるとする購買意向に関しては、ナショナル・ブランド、SPA そ
れぞれのブランドを合わせた総計１５ブランドに関して以下の質問を設定した。 
 
Q-11：次のブランドのスニーカーに関して、今後（も）購入することはありますか？あな
たご自身の購入意欲度合いをお教えください。（５段階評定法） 
 
 測定された上記質問項目に関して、ナショナル・ブランド（９ブランド）と SPA（６ブ
ランド）それぞれに該当するブランドの平均値を算出し、それぞれのブランド間の比較検
証分析を行うこととした。 
 
第二項 調査対象とデータ収集 
上述のとおり、松村らによる研究（2016）はかなり限られたセグメントに対しての調査
となってしまっているため、できうる限り老若男女、あらゆる世代に対しての調査が行え
るように考えた。調査対象概略は以下のとおりである。 
 
【調査方法】WEB 上で質問紙調査を実施 
【調査期間】2018 年 10 月 11 日（木）～2018 年 10 月 12 日（金） 
【地域】全国 
【対象者条件】 
・性別：男性、女性 
・年齢：15-59歳 
・職業：指定なし（調査業、広告代理店業をのぞく） 
【回収サンプル総数】1,030 
【その他】回答サンプル世代数がほぼ同等数になるように調整 
 
回答サンプル総数 1,030のうち、欠損値や回答内容の整合性が低いものは除外した。最
終的に 953を分析対象とし、下記図表４に示した。性別に関しては、男性が 50.1％、女性
が 49.9％とほぼ均等である。年齢に関しては、10代から 50代それぞれの割合が凡そ 20％
前後となっており、大きな偏りは見受けられない。未既婚に関しては、未婚者が 53.5%と
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若干多いが、こちらも大きな偏りがあるとまでは言えない状況である。職業に関しては、
会社員が 36.6％と最も多く、次いで学生が 22.9％、専業主婦（主夫）が 14.6％となって
いる。居住環境に関しては、一戸建て（持ち家）が 47.0％と最も多く、次いでマンション
等集合住宅（賃貸）が 36.6％の状況である。ただし、質問内容の持ち家・賃貸の部分を加
味せずに、一戸建てかマンション等集合住宅かという単純比較にすると、一戸建てが
50.9％、マンション等集合住宅が 47.7％となり、かなり均等に近い状況となる。自宅の平
米数に関しては、30～59平米が26.2％で最も多く、60～89平米が22.4%で続く形であるが、
どこかの区分に大きな偏りは見受けられない状況である。 
 
＜図表４＞ サンプルの特性（n＝953） 
性別 ％ n
男性 50.1% 477
女性 49.9% 476
年齢
～19才 19.5% 186
20才～29才 20.0% 191
30才～39才 20.0% 191
40才～49才 19.6% 187
50才～59才 20.8% 198
未既婚
既婚 46.5% 443
未婚 53.5% 510
職業
会社員 36.6% 349
学生 22.9% 218
専業主婦(主夫) 14.6% 139
パート・アルバイト 11.1% 106
無職 3.9% 37
公務員 3.4% 32
自営業 3.4% 32
その他 2.4% 23
自由業 0.9% 9
経営者・役員 0.8% 8
居住環境
一戸建て（持ち家） 47.0% 448
一戸建て（賃貸） 3.9% 37
マンション等集合住宅（持ち家） 11.1% 106
マンション等集合住宅（賃貸） 36.6% 349
その他 1.4% 13
自宅平米数
～29平米 17.5% 167
30～59平米 26.2% 250
60～89平米 22.4% 213
90～119平米 14.3% 136
120～149平米 7.0% 67
150～179平米 4.3% 41
180～209平米 3.1% 30
210平米～ 5.1% 49  
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第三項 分析手法 
まず始めに、全体としての傾向を把握する目的として「ブランドに起因する要因」「価格
感応度に起因する要因」「居住空間の制約に起因する要因」の３仮説項目と「購買意向」項
目の平均値及び標準偏差の確認を行った。各項目の平均値及び標準偏差は、下記図表５で
示すとおりであり、ナショナル・ブランドと SPA 双方への質問項目に関しては T 検定を実
施し、すべて 0.1％水準で有意であることを確認している。「購入意向」項目の平均値を確
認すると、ナショナル・ブランドに対する購入意向平均が 3.33、SPA に対する購入意向が
2.17となっており、ナショナル・ブランドに対する購入意向の方が SPA よりも 1.16高い
ということが分かる。この項目は５段階評定法であるため、およそ評定尺度で１以上の差
が出ていると言える。 
 
＜図表５＞ 各項目の平均値、標準偏差（n＝953） 
５－１：「ブランドに起因する要因」項目
観測変数名 項目 Mean SD Mean SD t value
ブランドからスポーツが連想される 4.11 .59 2.17 .73 67.84 ***
ブランドからスニーカーが連想される 4.11 .72 2.00 .84 53.26 ***
ブランドのスニーカーとしての機能・品質面は信頼できる 4.11 .56 3.00 .79 43.37 ***
ブランドのスニーカーとしてのデザイン・オリジナリティは高い 3.89 .57 3.00 .68 37.99 ***
   *** : p<.001
５－２：「価格感応度に起因する要因」「居住空間の制約に起因する要因」項目の平均値、標準偏差（NB/SPA共通項目）
観測変数名 項目
スニーカー購入の最適価格
スニーカー購入の上限価格
スニーカー購入の下限価格
下駄箱に収納されている靴の世帯総足数
自分の所有する靴総足数
自分の所有するスニーカー総足数
５－３：「購入意向」項目の平均値、標準偏差
観測変数名 項目 Mean SD Mean SD t value
購買意向 今後（も）購入する 3.33 .74 2.17 .84 35.16 ***
   *** : p<.001
NB SPA
ブランド・
パーソナリティ
Mean SD
NB SPA
2000 2130
下駄箱
キャパシティ
20 13.79
7 6.58
2 2.99
価格感応度
5000 3399
8000 8104
 
 
 次に、仮説モデルを検証するために、IBM SPSS Statics 25.0 を使用し探索的因子分析（最
尤法、プロマックス回転）を試みた。結果として、「ブランドに起因する要因」「価格感応
度に起因する要因」「居住空間の制約に起因する要因」の３つの因子に纏まることが確認で
きた。この因子の信頼性を確認するため、クロンバックのアルファ係数を求めた。各因子
33 
 
のアルファ係数を以下の図表６に示す。 
クロンバックのアルファ係数は 0.8以上あれば信頼性があると判断できるため、「ブランド
に起因する要因」はナショナル・ブランドに対する項目、SPA に対する項目ともに問題が
ないと判断した。これに対し「価格感応度に起因する要因」「居住空間の制約に起因する要
因」は若干低い水準となってしまっているが、一般的に実務上ある程度の信頼性を認める
ことができるとされる最低水準 0.6は超えているため、両方とも一定の信頼性があるとし
共分散構造分析を進めることとした。 
 
＜図表６＞ 各項目のアルファ係数（n＝953） 
観測変数名 NB SPA
ブランド・パーソナリティ 0.9 0.8
価格感応度
下駄箱キャパシティ
0.7
0.6  
 
第四項 分析結果と仮説の検証 
 上記からさらに、本研究で設定した仮説概念モデル図を検証するために、IBM Amos 25.0
を使用し共分散構造分析を行った。共分散構造分析に関しては、ナショナル・ブランドに
対する結果と SPA に対する結果それぞれに分析を試みた。図表７にはナショナル・ブラン
ドの結果、図表８には SPA に対する結果を示している。 
 ナショナル・ブランドのモデル適合度は、GFI＝.947（基準値≧.900）、AGFI＝.912（基
準値≧.900）、CFI＝.946（基準値≧.900）、RMSEA＝.081（基準値≦.10）であった。全
指標で基準値を満たしているため、ナショナル・ブランドにおけるモデル適合度は十分で
あると判断した。 
  SPA のモデル適合度は、GFI＝.922（基準値≧.900）、AGFI＝.872（基準値≧.900）、
CFI＝.913（基準値≧.900）、RMSEA＝.098（基準値≦.10）であった。AGFI は基準値で
ある.900に近い値ではあったが、基準値を満たしていなかった。しかし、他の指標がすべ
て基準値を満たしていることから、SPA におけるモデル適合度も十分であると判断した。
ナショナル・ブランド、SPA ともにモデルに適合性があると判断できたため、ここからさ
らに仮説で設定した３因子が購買意向に及ぼす影響のパス係数の有意値をそれぞれ確認す
る。 
ナショナル・ブランドのモデルに関しては、「ブランド・パーソナリティ」としてまとめ
34 
 
たブランドに起因する要因のスニーカー購買意向に影響を及ぼす部分は、パス係数が.58
（p＜.001）となり、有意な影響を与えていることから、ナショナル・ブランドにおける
仮説１は採択された。「価格感応度」としてまとめた価格感応度に起因する要因のスニーカ
ー購買意向に影響を及ぼす部分は、パス係数が.12（p＜.001）となり、有意な影響を与え
ていることから、ナショナル・ブランドにおける仮説２も採択された。「下駄箱キャパシテ
ィ」としてまとめた居住空間の制約に起因する要因のスニーカー購買意向に影響を及ぼす
部分は、パス係数が-.01（p＜.001）となり、有意な影響がみられなかったことから、ナ
ショナル・ブランドにおける仮説３は棄却された。 
かわって SPA のモデルに関しては、「ブランド・パーソナリティ」としてまとめたブラ
ンドに起因する要因のスニーカー購買意向に影響を及ぼす部分は、パス係数が.67（p
＜.001）となり、有意な影響を与えていることから、SPA における仮説１は採択された。
「価格感応度」としてまとめた価格感応度に起因する要因のスニーカー購買意向に影響を
及ぼす部分は、パス係数が.00（p＜.001）となり、有意な影響がみとめられないことから、
SPA における仮説２は棄却された。「下駄箱キャパシティ」としてまとめた居住空間の制
約に起因する要因のスニーカー購買意向に影響を及ぼす部分は、パス係数が-.01（p
＜.001）となり、有意な影響がみられなかったことから、SPA における仮説３は棄却され
た。 
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＜図表７＞ 仮説概念モデルの検証（ナショナル・ブランド） 
 
 
＜図表８＞ 仮説概念モデルの検証（SPA） 
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第６章 総括 
 
第一節 本研究のまとめと考察 
前章においての仮説検証をまとめると以下のとおりとなる。 
 
・「ブランド・パーソナリティ」としてまとめたブランドに起因する要因のスニーカー購買
意向への影響は、ナショナル・ブランド、SPA ともに有意である。 
・「価格感応度」としてまとめた価格感応度に起因する要因のスニーカー購買意向への影響
は、ナショナル・ブランドでは有意、SPA で有意ではない。 
・「下駄箱キャパシティ」としてまとめた居住空間の制約に起因する要因のスニーカー購買
意向への影響は、ナショナル・ブランド、SPA ともに有意ではない。 
 
上記結果を受けて、下記に「ブランド」「価格」「居住空間の制約」それぞれの観点にお
ける考察を行う。 
 
第一項 ブランド観点の考察 
「ブランド・パーソナリティ」としてまとめたブランドに起因する要因のスニーカー購
買意向への影響は、ナショナル・ブランド、SPA ともに有意であった。 
これは、先行研究で明らかにされている因果関係の結果と矛盾が無い。今回は、老若男
女、広い世代への調査を行っているため、その因果関係をさらに補強する形となっている。
さらに、ナショナル・ブランドという既存スポーツ用品企業ブランドとカジュアル SPA 企
業ブランド双方の調査を行っており、その双方に有意な結果が得られている訳であるから、
スニーカー購買に関しては、どんな企業のブランドであったとしても、何かしらのブラン
ド起因の影響を受けるということが言える。 
 さらに、本研究ではそのブランドを既に知っている、履いている、履いたことがあるこ
とがあるという消費者が既知の部分だけでなく、そのブランドのスニーカーを履いたこと
がない、存在すら知らないという場合においても、そのブランドの「スポーツ連想度」「ス
ニーカー連想度」を問うことにより何かしらの購買意向への因果関係があるのかどうかの
確認を行っている。先行研究ではこの未知のブランドに対する消費者態度の影響研究がな
されていないが、本研究において、ブランドに対する「スポーツ連想度」「スニーカー連想
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度」がそのブランドの持つ個性としてのブランド・パーソナリティの形成に影響し、かつ、
スニーカー購買意向へも影響することが示された。 
 
第二項 価格観点の考察 
「価格感応度」としてまとめた価格感応度に起因する要因のスニーカー購買意向への影
響は、ナショナル・ブランドに関しては有意であり、SPA に関しては有意でないという、
双方のブランド間で相反する結果となった。 
ナショナル・ブランドに関しては有意であるが、一般的にナショナル・ブランドのスニ
ーカーの方が SPA のスニーカーよりも高い価格設定が行われることを考えると、「価格感
応度が高い消費者ほど、比較的高価格帯の価格設定となるナショナル・ブランドのスニー
カーに対しての購買意向が高くなる。逆に、価格感応度が低い消費者ほど、ナショナル・
ブランドのスニーカーに対する購買意向が低くなる。」という解釈ができるが、これは常識
的にも矛盾が無い。 
むしろ考えさせられるのが、SPA の有意ではないという結果である。当初は、ナショナ
ル・ブランドとは逆に「価格感応度が低い消費者ほど、SPA ブランドのスニーカーに対す
る購買意向が高くなる」という結果を想定していた。SPAのアパレルがそうであるように、
スニーカーに関しても価格ドリブンの部分が大きいはずであると考えていたが、結果が有
意ではないことを考えると、購買意向への影響はむしろ他の要因の方が大きく影響をして
いるのかもしれない。ナショナル・ブランド側が SPA への対抗策を考える場合、真っ先に
価格部分を焦点とした議論が進みがちであるが、必ずしも価格部分にのみ捕らわれすぎる
のではなく、他の要因を探索、検討してみることがむしろ重要であるとも考える。 
 
第三項 居住空間の制約観点の考察 
「下駄箱キャパシティ」としてまとめた居住空間の制約に起因する要因のスニーカー購
買意向への影響は、ナショナル・ブランド、SPA ともに有意ではない結果となった。 
この部分に関しては、「日本の住環境は狭い→下駄箱も狭い→収納できる靴に制限的な影
響を受ける→靴の種類を細分化したスニーカーの収納はさらに制限的な影響を受ける→だ
からスニーカーの購買に慎重になり、何かしらの購買意向に何かしらの影響が出る。」とい
う流れを当初は想定していたが、論理に飛躍があったようで、他に影響を及ぼしている変
数が複数存在しているはずであり、さらにそれらは複雑に絡み合っているはずである。本
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研究ではそこまでの解明に至ることはできなかった。また、「靴（シューズ全般）」と「ス
ニーカー」の捉え方は人それぞれで、どのように認識するのかという部分の影響も大きか
ったのではないかと考える。 
本研究では、スニーカー購買意向との有意な因果関係を導く出すことはできなかったが、
潜在因子間の有意な相関関係の結果はでている。居住空間の制約に起因する要因は、ナシ
ョナル・ブランドに関しては、ブランドに起因する要因と価格感応度に起因する要因の双
方の相関関係において有意となっており、SPA に関しては価格感応度に起因する要因にの
み有意を示している。これらは相関関係であるため、どちらかが原因でどちらかが結果で
あるという因果関係ではないが、それでも共変関係にあるという部分には着目すべきであ
ると考える。 
特に、居住空間の制約に起因する要因とブランドに起因する要因との相関関係がナショ
ナル・ブランドでは有意で、SPA ブランドでは有意ではないという部分は興味深い。この
部分に関しては、ナショナル・ブランドのスニーカーを多く所有するからこそ、ナショナ
ル・ブランドのブランド・パーソナリティをポジティブと捉える、もしくは、ナショナル・
ブランドのブランド・パーソナリティをポジティブに捉えているからこそ、ナショナル・
ブランドのスニーカーを多く所有しているという解釈ができるのではなかろうか。これは、
既存のナショナル・ブランドのスニーカーを認知している、もしくは既に所有しており履
いたことがあるからこそ成立するともいえると解釈できる。だからこそ認知度がまだ低く、
所有したことがなく履いたことも存在すら知らない SPA スニーカーに対するブランド・パ
ーソナリティは答えようがなく、結果、その因子間の相関関係は有意ではないとなるので
はなかろうか。この見立てが正しいとすると、既存ナショナル・ブランドのスニーカーは
多くの人にとって未知の存在である SPA ブランドのスニーカーに対して大きなアドバン
テージがあると考えられる。この考えが正しいとすれば、ナショナル・ブランド側はこれ
を利用した形での SPA のスニーカーに対する対抗策を勘案すべきであると考える。 
 
第二節 本論文の示唆と提言 
 前節で見てきたとおり、ブランドに起因する要因は消費者のスニーカーの購買意向に確
実に影響を与えている。中でも、今回はブランドに起因する要因を「ブランド・パーソナ
リティ」としてまとめたが、そのブランドの個性を今回は、「スポーツ連想度」「スニーカ
ー連想度」「知覚品質」「デザイン・オリジナリティ」とした。「知覚品質」「デザイン・オ
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リジナリティ」の部分は、従来言われているとおり真摯な物作りをし、絶えず新しい機能、
新しいデザインのスニーカーを世に送り出していくことが重要であろうし、SPA 側が追い
つけない、作ることができないようなレベルとスピードが非常に重要だと考えられる。こ
の部分で如何に SPA に差をつけられるか、機能、品質、デザイン面などにおける SPA と
の差異を消費者に如何に認知させることができるのかという部分が、SPA のスニーカーの
勃興を押さえ込むキーポイントであると考える。 
ただ、上記のような既存勢力側は真摯に「ものづくり」に集中して新興勢力側に対抗す
べきという話は巷間に溢れており、他の製造業分野においても広く喧伝されている。本研
究のブランドに起因する要因の特徴は、「スポーツ連想度」「スニーカー連想度」という消
費者が抱くイメージの部分も消費者のスニーカー購買意向に影響を及ぼしているというこ
とである。これに関しては、逆説的に「消費者に SPA の供給者としてのイメージをスポー
ツ及びスニーカーと結び付けないことができれば、消費者の SPA に対する購買意向はポジ
ティブにならない。」と言うことができると考えられる。この部分に関しては、SPA 側の
動向を観察していても、実は彼らの中には彼ら自身で既にそのことに気付いているのでは
ないかと思われる節が見て取れる。 
「ブランド・イメージが消費者の購買意向に影響を与える。」と言うこと自体は何ら新し
いことではない。それが分かっているからこそ、各 SPA ブランドはスポーツウエア、スニ
ーカー関わらず、その使用用途例や実際のスポーツシーンを消費者が容易に連想できるよ
う、マネキンディスプレイ、店内グラフィックや広告などに例外なくスポーツライクな施
策を施している。このこと自体は何ら珍しいことではないが、その一歩先を行くのがユニ
クロである。ユニクロは上記に追加し、カジュアル SPA であるのにも関わらず一流のプロ
スポーツ・アスリートとのエンドースメント契約を締結し出すに至っている。メジャーな
ところでは、テニスの錦織圭、ロジャー・フェデラー、スノーボードの平野歩夢、ゴルフ
のアダム・スコットなどであるが、消費者に自らを本物のスポーツ・ブランドと認めさせ
るためには、ものづくりの部分だけでなく、イメージの部分が重要であるということをユ
ニクロ自身が気付いている証左とも言える。このアスリート契約の部分を突破されると消
費者側の抱くスポーツ連想度に直結する部分が大きいと考えられるため、ナショナル・ブ
ランド側はもっと警戒をすべきであろうと考える。 
上記に挙げたユニクロの契約アスリートのうち、錦織、フェデラー、平野がユニクロと
契約する前の契約ブランドはナイキであった。ただし、このユニクロと各アスリートとの
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契約は「アパレル」に限定されている点に留意が必要である。シューズに関しての契約は
３人とも未だにナイキのままである。この要因はいろいろと考えられるが、大きな要因と
して想定できるのが、「アスリート自身がアパレルに関してはユニクロ製品に信頼を置いて
も、シューズに関しては未だ信頼することができない。」ということである。言い換えれば、
現時点において、ユニクロは一流のアスリートが納得するようなシューズを作ることがで
きないとなる。そうであれば、ナショナル・ブランド側が、機能、品質、デザイン面で最
新のものを送り出し続け、アスリートを如何に抱きこみ続けることができるかが重要とな
るであろう。この部分に関しては、上述のものづくりの部分と重なるところがあるが、SPA
がシューズまでも一流アスリートと契約するようになってしまうと、消費者の SPA に対す
るスポーツ連想度は増し、さらにスニーカー連想度も増すという、ナショナル・ブランド
側にとっては好ましくないスパイラルに陥ることが想定される。 
「知覚品質」「デザイン・オリジナリティ」と「スポーツ連想度」「スニーカー連想度」
はそれどれ別々の独立したものではなく、上記のとおり「ものづくり」の部分から生まれ
る態度と「イメージ」から生まれる態度は、表裏一体でかなり連動性が高いものであると
考えられるため、ナショナル・ブランド側が SPA を押さえ込みたいと思うのであれば、そ
の根本となるアスリート契約部分に注意を払い、SPA ブランドが食い込む隙を与えないこ
とが肝要であると考える。 
また、前節で述べた居住空間の制約に起因する要因とブランドに起因する要因との相関
関係がナショナル・ブランドでは有意で、SPA では有意ではないという部分を考えると、
SPA を消費者にとって未知なるものとして出来る限り押し込め続けることもナショナル・
ブランド側にとっては重要なことであろう。これは、言わば「SPA のスニーカーを消費者
にできる限り手にとらせない、履かせない、買わせない。」ということになるが、消費者の
心や行動を強制的にコントロールすることは勿論できない。しかし、間接的に心理面で「履
きたくない」と思わせて SPA のスニーカーから消費者をできる限り離れさせることは、や
り方次第では可能ではないかと思われる。SPA のスニーカーを見る限り、ほぼほぼの製品
がデザイン的に何かしらの元ネタがあると判別できる。これは、自分の業界在籍が長く、
製品に関する知見があるからこそ判別できることであろうが、消費者の多くがそれを知ら
ないというのであれば、元ネタであるナショナル・ブランド側は、もっと自分たちがオリ
ジナルであり、オーセンティックであるという部分を消費者にアピールすべきではなかろ
うか？要するに、SPA のスニーカーは品質や機能面がナショナル・ブランドのスニーカー
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よりも劣るだけでなく、デザイン面に関しては盗作的な、ダサくて胡散臭いものであると
消費者に思わせてしまうことである。消費者に SPA スニーカーに近づかせなければ、その
消費者が抱くイメージもポジティブには働かないと考えられるため、これも上述の連想度
部分につながって来るはずである。 
当研究に関しては、スニーカーというかなり狭いセグメントに対象を絞ったが、他の製
品におけるブランド拡張方策においてもある一定の示唆があるのではないかと考える。一
つの分野から新しい分野にブランド拡張を試みるとき、新しい分野におけるその製品の機
能であったり、品質であったり、価格であったりに拘るよりも、その分野を取り巻くブラ
ンド・イメージを如何に自社とリンクさせ、それを消費者に連想させることができるかが
ブランド拡張のキーポイントになると考える。また、その消費者が抱くイメージは、その
製品を実際に使うことにより増幅されることが多いので、如何に消費者に使わせることが
できるかも重要なポイントであると考える。この真逆の方策を取ることが出来た場合、そ
れは新興勢力によるブランド拡張に対する既存勢力の対抗策になりえるとも考える。 
 
第三節 本研究過程における新たな着目点 
本研究の検証の最中に、ブランドに起因する要因の「スポーツ連想度」「スニーカー連想
度」「知覚品質」「デザイン・オリジナリティ」のナショナル・ブランドに対する回答はど
の世代もそれほど大きな差を見せていない。それに対し、SPA に対する世代間回答差は顕
著なように受け止められた。特に「知覚品質」「デザイン・オリジナリティ」に関する SPA
ブランドに対する回答に関しては、どのブランドにおいても 25歳もしくは 30歳前後を境
に世代間の反応が異なっており、特に 25歳もしくは 30歳以下の世代に関しては、SPA を
ポジティブに受け止めている割合が非常に大きくなる。確認のため、「知覚品質」「デザイ
ン・オリジナリティ」におけるナショナル・ブランド代表としてナイキと、SPA ブランド
代表としてユニクロに対する単純集計グラフを以下にそれぞれに示す。なお、グラフ数値
は％であり、どの棒グラフも一番左側がポジティブ（５段階評価で最高）、一番右がネガテ
ィブ（５段階評価で最低）となっている。 
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＜図表 10＞ 知覚品質に関する回答の単純集計グラフ（ナイキ） 
 
 
＜図表 11＞ 知覚品質に関する回答の単純集計グラフ（ユニクロ） 
 
＜図表 12＞ デザイン・オリジナリティに関する回答の単純集計グラフ（ナイキ） 
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＜図表 13＞ デザイン・オリジナリティに関する回答の単純集計グラフ（ユニクロ） 
 
上図のとおり、「知覚品質」「デザイン・オリジナリティ」ともにナショナル・ブランド
としてのナイキは世代間での回答にそれほどの差は見られないのに対し、SPA ブランドと
してのユニクロは、25歳から 30歳くらいを境にして、回答に大きな差が見られる。特に、
ユニクロに関しては、知覚品質、デザイン・オリジナリティとも 10代がもっともポジティ
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ブに捉えており、世代が上に行くごとに、そのポジティブ度合いが薄まっていく構造とな
っている。このナイキとユニクロを代表としたナショナル・ブランドと SPA ブランドの世
代間傾向差異は、他の個別ナショナル・ブランドと個別 SPA ブランドにおいても同じよう
な傾向値を示している。 
世代間による回答差をここまで予測はしておらず、若くなればなるほど SPA ブランドの
知覚品質もデザイン・オリジナリティもポジティブに捉えていることが自分には驚きであ
った。特にデザイン・オリジナリティの部分に関しては、上述のとおり SPA のスニーカー
は、何かしらの元ネタがあることが多いはずなのに対し、10代から 20代にかけての層は、
それでも SPA スニーカーはオリジナリティがあると感じている人が他の世代の割合より
もかなり多くなっていることが分かる。これは、元ネタのオリジナルを知らない世代が、
物心がついた時から普通にある SPA 製品をオリジナルのごとく受け入れているというこ
とから生み出されている傾向ではないかと推考する。そうであれば、前節で述べたナショ
ナル・ブランドから若い新たな世代に向けた自社こそがオリジナルであり、オーセンティ
ックであるというアピールは必須の活動であるという様に感じる。 
また、この世代間格差、特に 30代前後の、いわゆるミレニアル世代とさらにそれよりも
若い、いわゆるジェネレーション Z という新たな世代への理解は非常に重要であると感じ
ている。上図を見ると、30歳以下の世代には、SPA のスニーカーを受け入れる土壌が既に
他の世代よりも色濃く存在していると受け止められる。このような新たな世代が他の世代
があまり受け入れないような製品を自然に受け入れていくという構図は過去にもあった。
まさに、SPA によるスポーツウエアへの侵食である。既存勢力が気付かないうちに、新興
勢力の侵食がはじまるというのは、供給者側だけでなく、消費者側においても同じような
構図が起こっており、旧来の考え方の既存の世代とは違う新たな思考回路をもつ新世代が
生まれるからこそ起こるのではなかろうか。そう考えると、上図は、SPA におけるスニー
カー侵食も近い将来、確実に起こるというシグナルに思えてならない。 
この新たな世代に受け入れられた新興勢力が、既存勢力が気付かないうちに侵食を開始
し、最終的には既存勢力を駆逐するまでに至った例は他にもある。SPA にとってはスポー
ツウエア以上に主力であるとも言えるジーンズ分野である。既存ジーンズメーカーは、ユ
ニクロを始めとした SPA の侵食に対して価格のみが焦点としか考えていなかった。いや考
えられなかった。その結果、国産ジーンズメーカー大手３社のうち、ボブソンが 2012年に
倒産、エドウインも 2013年に経営破綻（ただしエドウイン破綻の直接的原因は証券投資失
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敗を隠蔽するための不正経理）、ビッグジョンは倒産には至らなかったものの経営不振で再
生ファンドの支援を受け入れざるを得ない状況まで追い込まれた。ジーンズの代名詞であ
るリーバイスも、この時期における日本市場の売上は 100 億円を切る始末で、しかも赤字
を数期連続で経験するという低迷ぶりであった。（最盛期のリーバイスは 90 年後半で 250
億円レベルの売上高があった。）日本においてジーンズという製品は勿論今でも存在しては
いるが、日本におけるジーンズ“業界”は 2013年に消滅したのである。これは表面的には
カジュアル SPA の台頭が原因のように見えるが、その本質的な部分は、既存勢力であるジ
ーンズ専業メーカーが新たに生まれた消費者層のことを理解していなかったためだとも考
えられる。6 
ジーンズ業界で起こった悲劇がスポーツ用品・スニーカー業界で繰り返されないよう、
この新たに生まれようとしている新世代のさらなる分析、理解、対策が急務であると考え
る。 
 
 
終章 本研究の限界と今後の課題 
 
本研究においては、スポーツをする時でもカジュアルな普段着用途でもどちらでも使用
できるというアスレジャー視点からのスニーカー消費者購買行動・態度の解明を企図して
いたため、あえて曖昧な「スニーカー」という言葉を調査で使用したが、このスニーカー
が「シューズ」「靴」とどう違うのかという解釈が人によって曖昧であり、データ収集的な
部分で裏目となってしまっていることは否定できない。また、アスレジャー観点での研究
という部分に限界があったとも感じている。 
さらに、上記とも関連するが、本研究の主題の一つとして、居住空間の制約が購買意向
に影響を与えるという仮説を設定していたが、これには論理的な飛躍があったようで、仮
説の詳細な解明には至ることができなかった。今回の研究では有意な結果にたどり着くこ
とができなかったが、影響を及ぼす複数の変数をあぶり出し、さらにその変数間の関係性
を詳細に分析すれば、この仮説を検証、解明することができるのではないかと考えており
今後の課題としたい。 
                                                   
6 日経 ONLINE（2013.12.4）エドウイン破綻で「ジーンズ業界」消滅、５大ブランド中４つ
が経営破綻 https://business.nikkeibp.co.jp/article/report/20131202/256571/ 
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また、当初想定はしていなかったものの、消費者態度において顕著な世代間格差が見受
けられるに至った。こちらに関しては本研究の主題ではなかったため、深く掘り下げるこ
とはしなかったが、私の所属する業界にとって非常に重要な注目事項であると考える。 
この今現在 20 歳前後の新世代、いわゆるジェネレーション Z は、これまでもてはやさ
れてきた、いわゆるミレニアル世代とはまた違った購買態度を見せそうな予感が研究デー
タの中からも示されている。これはあらゆる業界、分野にとって重要なことであると考え
るため、今後さらなる広範な分析、研究に期待したい。 
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いものに関する研究テーマであっても特段否定もされず、生徒の自主性を重んじ好きなよ
うにやらせて頂けました。ただ、そんなニッチなテーマであったとしても、先生のご指導
がなければ論文としての体裁すら保つことができなかったはずです。ここに改めて衷心よ
り感謝申し上げます。また、副査の守口教授、菅野教授におかれましても、研究初期段階
で頂けたアドバイスにより自らの研究の方向性を導き出すことができたと考えており深謝
申し上げます。 
さらに、２年間切磋琢磨した内田ゼミの 11名の仲間にも大いに助けられました。正直、
途中何度か論文を投げ出そうとも考えましたが、その都度助言や励ましを貰い、何とか完
成にたどり着くことができました。論文の書き方、作法すら知らない自分にとって同期か
ら発信される情報は本当に有用であり、もしこれが無ければこの論文は形すら整えること
ができなかったと考えており、深く感謝しております。 
最後に、仕事とともに論文に掛かりっきりで家庭のことはほぼ顧みない日々が長い間続い
たのに関わらず、文句も言わず、時にはあたたかい励ましで、時には発破を掛ける形で愚
図な私を陰日向に支え続けてくれた妻の千登勢と息子の改惟に心から感謝の意を表します。 
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